
（様式第６号）
平成　　年　　月　　日
公益財団法人富山県新世紀産業機構　
理事長　山崎　康至　　殿
                              　所在地　
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       印
平成　　年度高度ものづくり人材正社員確保支援事業実績報告書
  平成    年    月    日付け富新産第    号により交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり実施したので、高度ものづくり人材正社員確保支援事業費補助金交付要綱第13条の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
　１　補助事業実施時期　　　着手　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　完了　　平成　　年　　月　　日
　２　補助事業に要した経費及び補助金所要額
補助事業に要した経費　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金所要額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　３　補助事業の実施結果（別紙１）
４　補助事業の経費配分及び収支決算（別紙２）
　５　その他関係書類
補助期間終了後の処遇を証明する書類の写し（雇用契約書等）
新規雇用者の賃金台帳の写し
新規雇用者の出勤簿の写し
（別紙１）
事業の実施結果
１　新規雇用者の雇用実績
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間
	　平成　　年　　月　　日（　）～平成　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	新分野事業における成果
	

	補助期間終了後の雇用の状況
	□　継続雇用　　　　　　　　□　雇用していない

	雇用していない場合その理由　　  
	


↓　　　
	補助率　　  
	
	％
	【中小企業：80％、中堅企業：50％】
※ただし、新規雇用者を補助対象期間終了後、事業主都合により継続雇用しなかった場合は、補助率が半分になります。


２　補助事業の実施に伴う雇用創出効果
	
	氏　　　名
	性別
	生年月日
	採用年月日
	補助事業との
関連性

	① 求職者から
正規雇用へ
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	② 非正規雇用から正規雇用へ
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	人
	


注意１：「求職から正規雇用へ」には、補助事業の実施に伴い（又は関連して）、新たに正規雇用した県内求職者を記入すること
注意２：「非正規雇用から正規雇用へ」には、補助事業の実施に関連して、既存の非正規社員を正規雇用化した者を記入すること
 （別紙２）
事業経費の配分及び収支決算
１　補助事業に要した経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
	補助金実績額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	賃金台帳参照

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	合　　　　計
	
	
	
	


注意：補助金実績額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額。ただし、交付決定額を超
　　　　えないものとし、1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとする。
２　補助事業に係る収支決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要した経費等の補助金充当額と補助事業に係る収支決算の補助金額は
　　　　一致するものであること。
（参考）次年度に要する経費等（見込）　　　　　　　　　　　　　　 （単位:円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金所要額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円

	合　　　　計
	
	
	
	


注意：事業実施期間が次年度に跨ぐ場合に限る。次年度補助金所要額は、補助金交付申請額と合わせて200万円を超えないものとする。

